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Abstract

RiskCommunicationusingthecontinualworkshopsonfloodriskmanagementwas
proposedandimplementedtoenhancethecapabilityofcommunityfloodriskmitigation.
Asforthecasestudy,riskcommunicationforfloodduetoheavyrainandriverflooding
wasimplementedatKosentown-communityinKumamotoCity.Thevariabilityof
workshopparticipants’consciousnessforfloodriskmitigationwasinvestigatedbasedon
thequestionnairesurvey.Fundamentaldataofresidents’evacuation forflood was
obtainedandanalyzedbyconductingtheevacuationdrillforvirtualfloodscenario.
Implementation ofrisk communication forflood wasfound to be effective for
enhancementofresiduals’consciousnessforboth self-reliance and mutualaid in
communityfloodriskmitigation.
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１．はじめに
最近の水害の特徴は，一雨で累積雨量１０００
mm，あるいは降雨強度（時間雨量）で１００mm/h
を越す計画規模以上の豪雨が多発していることで
ある（辻本，２００６）。現在の河川計画においては，
対象とする河川によって異なるが，数１０年～１００
年に１回程度発生する洪水に対しても，十分な河
道能力を確保できるような河道計画が盛り込まれ
ている。しかし，想定した河道能力が確保される
のは，あくまでも整備計画が完成した段階であ
り，現状とは異なる。また，整備計画が完了した
としても，計画規模を超える外力変動は常に存在
するため，防災施設建設によるハード対策のみで
水害リスク対策を行うことは非常に危険である。
そのため，従来のハード対策や防災情報の提供だ
けではなく，行政と地域住民が協調しながらハー
ドとソフト（防災教育，避難方法など）対策を実
施し，地域防災力の向上と被害最小化を目指す，
防災から減災への方向転換が進められている（例
えば，玉井，２００６）。こうしたなか，水害を単に
自然現象として捉えるのではなく，人間社会の中
で発生する社会経済現象として捉え，水害リスク
マネジメントとして防災・減災計画を取り扱う新
たな手法が提案されている（例えば，小林，２００５；
多々納・高木，２００５）。
水害リスクマネジメントとは，企業経営などで

用いられる組織防衛のための概念（リスクマネジ
メント）を水害対策に応用したものである。想定
される水害リスクを可能なかぎり抽出し，その対
応策を予め検討・実施するとともに，その結果を
評価して事前対策の改善に結びつける一連の行動
指針のことである（例えば，Plate，２００２；多々納，
２００３；小林，２００５；FalconerandHarpin，２００５）。
本研究で用いる水害リスクマネジメントの定義
は，仲谷（２００４）と同様であり，次の３つの項目
で定義される。

①常時水害を監視し，発生を的確に予測するこ
と。

②予測される水害に対する対策を迅速かつ効果
的に実施すること。

③水害時に個人が的確な行動を取れるように水

害や対応行動に関する教育・訓練を計画・実
施すること。

具体的には，①は災害情報システムの構築と運
用，②は洪水ハザードマップや避難行動計画の作
成と公表，③は防災教育，防災リーダー育成，避
難訓練の実施などが含まれる。実際に地域コミュ
ニティ（例えば校区自治会など）の防災・減災計
画に水害リスクマネジメントを反映させてゆくた
めには，地域住民の合意形成を図ることが重要と
なる。近年，その有効な手段としてワークショッ
プ形式のリスクコミュニケーションの活用が注目
されている（例えば，坂野・他，２０００；田村・他，
２００４）。

水害リスクコミュニケーションとは，専門家が
協力し，行政と住民と専門家の間で，水害がもた
らすリスクについて，相互にコミュニケーション
を繰り返し行い，水害リスクに関する認識を共有
する作業と定義される（例えば，広瀬，２００４）。つ
まり，水害リスクコミュニケーションとは水害リ
スクマネジメントを実践する上で，主要な構成要
素であり，本研究では，さらに水害リスクコミュ
ニケーションを水害リスクマネジメント全体に通
底する主要な概念として捉えており，その有用性
について検証を行う。従来の水害リスクコミュニ
ケーションの代表例としては，洪水ハザードマッ
プの公表・活用が挙げられる。洪水ハザードマッ
プとは洪水発生時に想定される被害や避難の情報
を１つの地図にまとめたものであり，平成１９年６
月末現在，全国６３７市町村で公表されている（国土
交通省河川局）。これまでに，１９９８年の東日本豪
雨災害や２０００年東海豪雨災害時の住民避難の迅速
化などで洪水ハザードマップの有効性が示されて
いる（片田・他，２００２）。しかし，その一方で，洪
水ハザードマップ作成の根拠となる累積雨量・降
雨強度・降雨継続時間・堤防の破堤箇所等の計算
条件（洪水シナリオ）が住民に周知徹底されてい
ないため，有効な利用方法が理解されていない
ケースも多い。また，地上の建物や土地利用形態
が十分には考慮されていないので，洪水氾濫状況
（氾濫水の移動速度や移動方向等）が不明であり，
災害時に洪水ハザードマップに示された避難経路
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を選択できないケースも報告されている（例えば，
片田・他，２００４；柿本，２００５）。このような問題は
情報提供が行政から住民への１方向のみであるこ
とに起因しており，水害リスクコミュニケーショ
ン本来の定義に従い，行政と住民と専門家の３者
間での双方向の情報共有と理解が不可欠となる。
しかしながら，地域コミュニティを対象とした防
災・減災計画への水害リスクコミュニケーション
の適用研究は緒に就いたばかりであり，研究例は
非常に少なく，具体的な実践手法や地域コミュニ
ティの合意形成における意識変化の過程などには
不明な点が残されている（川嶌・他，２００５；片田・
桑沢，２００６；片田・他，２００７）。
本研究ではワークショップや想定水害シナリオ

を用いた避難行動実験（社会実験）などを水害リ
スクコミュニケーションの一環として実施する手
法を提案する。具体的には，以下の３点が本提案
手法の要点である。
①洪水ハザードマップを活用したワークショッ
プを複数回実施し，洪水ハザードマップの利
点と欠点を理解するとともに，地域に潜む水
害リスクを認知する。さらに，災害図上訓練
などを通して，地域独自の水害避難経路マッ
プを作成する

②作成した水害避難経路マップの有効性につい
て確認するために，想定水害シナリオを用い
た社会実験を実施する。社会実験には，幼児
から老人まででできるかぎり多数の方に参加
してもらい，避難行動データを取得するとと
もに，参加者からの意見を反映し，避難場所
や避難経路の修正を行う。

③ワークショップや社会実験への参加者の防災・
減災意識の変化について継続的にアンケート
調査を行い，地域コミュニティの合意形成に
おける意識変化過程の基礎データを取得する。

なお，本水害リスクコミュニケーション手法の有
効性については，地域コミュニティを選定し，
ケーススタディとして実践した。ケーススタディ
は現在も継続中であるが，今回は約１年間の調査
結果を用いて検証を行う。
ここで，本研究に関連した先行研究例としては，

田村・他（２００４）の戦略計画の概念をワークショッ
プに適用し，地域防災計画を策定した研究事例，
川嶌・他（２００５）の地域コミュニティーレベルでの
水害リスクコミュニケーションを支援するシステ
ム開発の研究事例，および，片田・他（２００７）の行
動指南型の洪水ハザードマップを用いた水害リス
クコミュニケーションの提案などが存在する。こ
れらの先行研究例と比較した本研究の特徴は，ま
ず田村・他（２００４）とは異なり，水害リスクコミュ
ニケーションを戦略計画ではなく，マネジメント
サイクルとして捉えている点である。また，川嶌・
他（２００５）；片田・他（２００７）に対しては，基本的
な考え方は共通する部分が多いが，彼らがシステ
ムやツールの開発に重点を置いているのに対して，
我々は水害リスクコミュニケーション具体的な実
施手法を提案し，実践を通してその効果の計測を
試みている点があげられる。
以下，本論文の構成は次のとおりである。２章

では，まず，本研究で提案する水害リスクコミュ
ニケーションをマネジメントサイクルの１つであ
るPDCA（Plan，Do，Check，Actionの略語）サ
イクルとして捉え，次いで，ケーススタディとし
て熊本市壺川地区を対象に行った内水・洪水氾濫
に対するワークショップや災害図上訓練の概要と
その結果について説明する。３章では，校区住民
が参加した社会実験の概要とその避難行動データ
の分析より，地域防災対策の現状と課題について
説明する。４章では，水害リスクコミュニケー
ションによる参加住民の意識変化を調べるために
行ったアンケート調査の概要とそのデータ分析結
果について説明する。最後に，５章で，本研究の
まとめについて述べる。

２．水害リスクコミュニケーションの
ケーススタディの概要と結果

２．１ PDCAサイクルとして捉えた水害リスク
コミュニケーション

岡田（２００６）は，地域防災力の向上には，地域
住民や地域コミュニティが主体となって行政や専
門家などと連携を取り，自助・共助・公助のネッ
トワークを実効性のあるものとすることの重要性
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を述べた。さらに，２１世紀型の総合防災計画論で
は，先見的・事前警戒的な適用型マネジメントが
重要であり，その概念図をPDCAサイクルとして
示した。この適用型マネジメントを水害対策に適
用した場合，本研究で提案する継続的な水害リス
クマネジメントの実施と同義であると考えられ
る。そこで，本水害リスクコミュニケーション手
法をPDCAサイクルとして捉えた概念図を図１に
示す。PDCAサイクルにおいて本提案手法は，以
下の４つのプロセスで構成される。

プロセス① 水害避難経路マップと防災・減災

計画の作成（Plan）
プロセス② 災害図上訓練による水害避難経路

マップの修正と社会実験の計画
（Do）

プロセス③ 社会実験の実施および避難行動
データの取得・分析（Check）

プロセス④ 社会実験結果の報告会と水害避難
経路マップの変更・修正（Action）

なお，各プロセスにおいて，参加住民の意識変
化についてアンケート調査が行われる。次節で述
べるケーススタディの現状は，PDCAサイクルの
１回目の循環が完了した段階であり，ワーク
ショップを継続しながら地域独自の防災・減災計
画を検討中である。今後も地域住民の防災意識や
地域防災力の持続的な向上を実現するためには，
このPDCAサイクルを必要に応じて修正を行いな
がら，経年的に循環させて，地域防災・減災計画
を実践可能な段階まで練り上げ，地域に浸透させ
てゆくことが重要である。

２．２ ケーススタディ対象地区の概要
ケーススタディでは地域からの要請もあり，熊

本市壺川校区を対象とした。図２に壺川校区の航

２８

図２ 壺川校区の航空写真および横断図

図１ PDCAサイクルとしての水害リスクコ
ミュニケーションの概念図
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空写真および航空機レーザープロファイラーによ
り取得した地盤標高データを用いた校区内の東西
方向の横断図を示す。同校区の中心部を坪井川が
流れている。坪井川は，流域面積１４１．７km２，流
路延長が２３．５kmの２級河川であり，鹿本郡植木
町の東南を源として南下し，堀川と合流し熊本市
中心部を経て，有明海に注いでいる。壺川校区は
南北・東西方向ともに約１km四方程度の大きさ
であるが，地盤標高の高低差は最大で３０m程度
あり，洪水氾濫に対して安全な台地（京町地区：
標高３０～４０m T.P.）と危険性の高い低平地（坪井・
壺川・寺原地区：標高１０m T.P.程度）が共存する
特徴的な地形形状を呈している。壺川校区の低平
地部は過去何度も坪井川の氾濫を経験しており，
住民からの水害を想定した避難行動訓練の要望は
高く，熊本市においても水害防災教育の必要性が
高い校区の一つである。近年の代表的な既往水害
を表１に示す。坪井川の基本計画高水は昭和３２年
の水害を基に３２０m３/sであるが，現在の河道能力
は壷川校区付近で１９０m３/s（５０年確率）である。

２．３ ケーススタディの実施内容と参加者数
表２に本研究で実施したケーススタディ（水害

リスクコミュニケーション）の内容と参加者数を
示す。熊本市壺川校区において，２００６年１月・２
月・６月に合計３回のワークショップを実施し，
２００６年１０月には校区住民が参加した想定水害に対
する避難行動実験（社会実験），さらに，同１１月に
は社会実験の報告会を行った。各回の参加者は，
ワークショップが３回の平均として，校区住民が
３４名，行政２名，NPO１名，大学関係者１８名，
社会実験の参加者は住民８６名（５２世帯，大人５５名；
子供３１名），行政８名，NPO１名，大学関係者４６

名，社会実験の報告会には住民５９名，行政８名，
NPO１名，大学関係者２３名が参加した。社会実
験とその報告会の詳細は４章で述べるので，以下
ではワークショップの内容と成果についてについ
て説明する。

２．４ ワークショップの内容と成果
３回実施したワークショップの校区住民の参加

者については，壷川校区全１７町内の自治会長や民
生委員の方を中心に各町内から２名程度の参加を
連合自治会長に依頼し，毎回平均で３４名の参加が
あった。ワークショップでは，校区住民が積極的
に意見交換が可能なように，ファシリテーターの
先導によって進行した。ファシリテーターは九州
流域連携会議の議長で５年以上のワークショップ
運営の経験を有する岡氏（本論文の共著者）が勤
めた。進行シナリオは研究グループ全員で協議し
ているので，今回のファシリテーターのワーク
ショップでの主な役割は，①参加住民との目的の
共有，②議論の円滑化，③時間管理，④参加者と
のまとめの共有，⑤次回課題の提示，の５つであ
る。
第１回ワークショップでは，水害リスクコミュ

ニケーションの説明，白川洪水ハザードマップの
見方の説明，校区独自の水害避難経路マップ作り
などを行った。ここで，白川は熊本市内を流れる
１級河川であり，約４００年前に加藤清正によって
坪井川と分離されるまでは両河川は熊本市中心部
の熊本城付近で合流していた。そのため，現在で
も白川の洪水氾濫の影響は坪井川にも影響を与
え，表１に示す昭和２８年の大水害は白川の洪水氾
濫の影響が坪井川に及んだものである。熊本市は
白川洪水ハザードマップを作成し，２００５年６月に

２９

表１ 近年の坪井川における代表的な水害

内容年号西暦
白川，坪井川，井芹川が氾濫し，「６・２６大水害」発生熊本市内が水没。死者・
行方不明者５６３人，熊本市の最大日雨量４１１．９mm昭和２８１９５３年

坪井川，井芹川が氾濫し，「７・２６大水害」発生。熊本市内外を含め死者１８３人，
重軽傷者６３人，熊本市の最大日雨量４８０mm昭和３２１９５７年

８月の集中豪雨（８・３０出水）で約３０００戸が浸水被害を受け１１月に第２次激甚
災害対策特別緊急事業に着手昭和５５１９８０年
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市内の全世帯に配布している。水害避難経路マッ
プ作りでは，住民を居住の町内ごとに，以下の４
つのグループに分け，現在の避難場所，避難経路
を地図上に記入した（写真１）。

①京町地区（京町本町，京町２丁目）
②壺川地区（京町１丁目，壺川１丁目）
③坪井地区（坪井１丁目，坪井５丁目，内坪井）
④寺原地区（壺川２丁目，その他）

３０

参加者検討内容実施時期・場所回
住民 ３３
行政 １
NPO １
大学関係 １４

・白川洪水ハザードマップの見方

・校区独自の水害・避難経路マップの作成
２００６年１月２４日 １９：００－２１：００

壺川公民館１

住民 ３４
行政 ２
NPO １
大学関係 １９

・大学が実施した壺川校区内の詳細氾濫解析シ
ミュレーション結果説明

・校区独自の水害・避難経路マップの修正・追加
２００６年２月２６日 １０：００－１２：００
壺川地域コミュニティセンター２

住民 ３５
行政 ４
NPO １
大学関係 ３０

・想定シナリオを用いた災害図上訓練の実施
２００６年６月４日 １０：００－１２：００
壺川地域コミュニティセンター３

住民 ８６
（世帯数 ５２）
（大人 ５５）
（子供 ３１）
行政 ８
NPO １
大学関係 ４６

・想定シナリオを用いた避難行動実験（社会実験）

２００６年１０月９日 １０：００－１２：００
天候：晴天
避難場所：

壺川地域コミュニティセンター

４

住民 ５９
（大人 ４７）
（子供 １２）
行政 ８
NPO １
大学関係 ２３

・社会実験の報告会

２００６年１１月１９日 １０：００－１４：００
壺川小学校５

（ ）は参加住民の内訳

写真１ 校区独自の水害避難経路マップ作りの様子（第１回ワークショップ）

表２ 水害リスクコミュニケーションの内容と参加者数
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さらに，普段危険に感じる場所や水害時の経験な
どを避難経路マップに書き込むことで，過去に浸
水した範囲や斜面崩壊の生じた場所が明らかに
なった。なお，今回作成した壷川校区独自の水害
避難経路マップの一部が山田・柿本（２００７）にカ
ラー写真で掲載されている。
第２回ワークショップでは，壷川校区内でのよ

り詳細な氾濫水の動きを理解していただくため
に，大学側で作成した氾濫シミュレーション結果
について説明を行った。計算には累積雨量として
坪井川上流域で１，０００mmを想定し，坪井川流域
の過去の流出解析結果を分析し，坪井川で
７００m３/sの出水量となる条件とした。また，氾濫
条件は破堤ではなく，越水が生じる場合を設定し
た。今回の計算に用いた累積雨量や坪井川流量
は，既往降水量や基本高水流量を大きく上回るも
の で あ る が，２００５年 の 台 風１４号 で 宮 崎 で は
１，２００mmを超える豪雨が２日間で観測され，大
きな被害をもたらしている。今後の地球温暖化で
は局地的な大雨の確率が増えることも予想されて
おり，今回は想定範囲内の降水リスクと考えて計
算を行った。洪水氾濫計算手法の詳細は岩佐・他
（１９８０），山田・他（２００１）と同様である。図３は，
航空機レーザープロファイラーでの標高データを
用い，家屋１軒が認識できる５m間隔の計算格
子を用いた氾濫シミュレーション結果の一例であ
る。熊本市作成の白川洪水ハザードマップでは壷

川校区の避難場所は壷川小学校が指定されてい
る。しかし，計算より氾濫開始２分後には避難場
所となる壷川小学校に氾濫水が到達していること
がわかる。ワークショップでは，これらの計算結
果のアニメーションを見ていただき，１回目の
ワークショップで作成した校区独自の水害避難経
路マップに対して，校区内の氾濫水の挙動を考慮
して再検討を行った。ところで，壷川校区の浸水
形態には，その地形的特徴から，坪井川が氾濫す
る以前に，まず，京町台地に降った雨が一気に斜
面を下って低平地に流れ込む内水氾濫が問題と
なっていることが，ワークショップに参加してい
る地元住民の指摘により判明した。低平地にはポ
ンプ場が数箇所設置してあるが，降雨強度
５０mm/h以上の降雨が数時間継続すると，高台か
らの雨水が一気に低地部に流れ込み，ポンプの処
理能力を超える場合があり，坪井川本川への排水
処理できなくなった雨水が，低平地内に氾濫し，
内水氾濫が生じるものである。実際，ワーク
ショップを実施している２００６年６月２６日と７月２３
日の２回，内水氾濫が生じた。特に，２００６年６月
の内水氾濫は規模が大きかったため，後述する
２００６年１０月に実施した社会実験時の想定シナリオ
に用いた。
第３回ワークショップでは，第２回のワーク

ショップで指摘された降雨による内水氾濫を考慮
した，壷川校区の内水・洪水氾濫シナリオを作成

３１

図３ 洪水氾濫シミュレーション結果の鳥瞰図表示の一例

１）氾濫２分後 ２）氾濫１６分後
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し，これまでのワークショップを通して作成して
きた校区独自の水害避難経路マップを使用した災
害図上訓練（DIG：Disaster（災害），Imagination
（創造力），Game（ゲーム）の略；小村・平野，１９９７）
を実施した。想定シナリオは，既往水害の記録や
解析結果などを考慮しながら，時間進行型のシナ
リオを我々の研究グループで作成した（表３）。今
回のDIGでは，水害避難経路マップ作成時と同様
に，住民を４つのグループに分け，各グループの
住民７～９名に対して，学生・教員らが５～７名
でサポートした。また，ファシリテーターが進行

役をつとめ，シナリオを読み上げながら，それに
応じた住民の意見や行動パターンなどを記録した
（写真２）。

今回，校区独自の水害避難経路マップの作成や
それを用いた災害図上訓練などの共同作業を通し
て，地域の実情に応じた避難場所や避難経路，代
替経路などを議論することができ，有益であった
との感想を持った住民の方が多かった。また，計
３回のワークショップを通した水害リスクコミュ
ニケーションを実施した中で，参加者同士が水害
リスクという共通テーマについて議論を掘り下げ

３２

表３ 災害図上訓練用の内水・洪水氾濫シナリオ

写真２ 災害図上避難訓練の様子（第３回ワークショップ）

想 定 シ ナ リ オ時 間
１週間前から降り続いた雨が，夕方から（朝から大雨洪水警報発令中）急に強くなる。１７：００
降雨に伴う内水が掃けなくなり，寺原付近で道路が冠水し始める。１８：００
阿蘇地方でも雨あしが強くなり（局地豪雨），白川の水位がみるみるうちに上昇し，危険水位
を超える様相を示した。１８：１５

警戒水位まで来ていた坪井川の水位が急に増え，遊水池に濁流が流れ込む。１８：３０
熊本市より白川沿線に避難指示が出される。１８：４５
遊水池が満水となり，決壊の危険性が出てきた。一部では越流を始める。
泥川が氾濫する。１９：００

この先３時間ほど時間雨量５０mm越の雨が続くことが予想されるとの情報が気象台より熊本
市に報告される。１９：４５

熊本市より白川沿線に避難勧告が出される。２０：００
白川が氾濫し，銀座橋際より市街地に濁流が流れ込む。３号線・下通りが冠水。２０：４５
遊水池の堤防が決壊。２１：００
子飼橋上流で越流し，中町通り方面に濁流が押し寄せる。２１：３０
壷川小学校付近が３m冠水。２１：４５
熊本市役所付近が３m冠水。２２：１５
熊本市が非常事態宣言・自衛隊へ出動要請。２３：００
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ることで，住民の防災対策に対する意識に変化が
感じられた。また，行政や専門家の方にも，実際
にワークショップを通して，地形図や既存データ
のみでは知ることのできない，地域内の危険箇所
や内水氾濫の危険性など，災害の地域特性を把握
することができたことは非常に有意義であった。

３．水害避難行動に関する社会実験

３．１ 調査概要・シナリオ設定
第３回ワークショップで行った災害図上訓練

は，参加者が地図を囲んで，お互いに議論し合う
ことを通して，地域の災害弱点や災害時の対応策
などについて，住民自らが発見・整理する教育訓
練方法である。地域防災力の高揚に効果が期待さ
れるため，最近では自治体や企業が防災訓練に取
り入れる動きが活発化している。しかしながら，
地図を見て考えるだけでは危険箇所を拾いもらす
可能性があり，また，階段や坂道などを登る肉体
的・時間的なコストについて具体的に考えること
が難しい面も指摘されている（例えば，仲谷，
２００４）。そこで，我々はこれらの問題点を解決す
るために，水害時に避難所まで徒歩で避難する場
合を想定し，時間的な氾濫水の広がりによる通路

の遮断（トラップ）を考慮した避難訓練（社会実
験）を計画・実施した。避難訓練を通して，①避
難所までにどのような危険が存在するのか，②時
間の経過とともに避難経路をどのように選択する
のか，③自分自身の避難時間がどの程度必要なの
か，④災害緊急時の連絡体制にどれくらい時間が
必要かなどを，住民が実際の体験を通して考える
機会とするとともに，社会実験時の住民行動パ
ターンの定量的なデータ取得を行い，その分析結
果を報告会で説明し，今後の地域防災・減災計画
に反映する。
水害避難行動に関する社会実験の日時・参加者

数は表２のとおりである。社会実験に使用した想
定シナリオは，２００６年６月２６日に壷川校区で発生
した降雨に伴う内水氾濫の実績を参考に決定し
た。図４に６月２３～２７日にかけての熊本市内の降
雨強度（時間雨量）・累積雨量と坪井川水位の時系
列を示す。梅雨前線に伴い６月２３日から降り出し
た雨は，３日間で２５０mmに達していた。そこに，
２６日の早朝（５～６時）降雨強度８４mm/hの雨が
降ったため，京町台地に降った雨が一気に低平地
部に流れ込み，寺原・壷川付近で最大１mを越え
る内水氾濫が発生した。また，この時点で坪井川
の水位は特別警戒水位を超えたが，それ以降，急

３３

図４ 熊本市内の降雨強度，累積降雨量と坪井川水位の時系列（２００６年６月２３～２７日）
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に降雨がおさまったため，坪井川の洪水氾濫は免
れた。しかし，社会実験では，この内水氾濫後も
激しい降雨が続き，坪井川の洪水氾濫が生じるこ
とを想定したシナリオを作成した。社会実験に使
用した想定シナリオを表４に示す。内水氾濫水が
時間的に広がり，通路を遮断するトラップは，レ
ベル湛水法（例えば，竹内・他，２００４）により，
１５分ごとに計算で再現した（図５）。この計算で
は，内水氾濫の水位を一定とし，解析領域の低地
部に溜まった水量と領域内に降った降雨量が釣り
合うように浸水深を決定した。また，計算の再現
性については，現地聞き取り調査より，問題がな
いことを確認している。なお，社会実験における
避難場所については，指定された壷川小学校は水
害時に浸水の可能性が高いと判断し，京町台地の
壷川地域コミュニティセンターとした。社会実験
の当日の様子を写真３に示す。
実験時の住民避難行動データの定量的な把握に

ついては，以下の４つの方法で実施した。
①実験に参加する住民の方は，全員番号のつい

たゼッケンを着用する。
②校区内の道路交差点（２７地点）全地点に学生
１名を配置し，交差点を通過する参加者の
ゼッケン番号・通過時間・進行方向を記録す
る。

③GPS機能付き携帯電話３０台を低平地に住む
住民に事前配布し，実験開始後２分ごとに全
員の位置情報の取得をパソコン側から行う。
この操作はKDDIのGPSMAPサービスを利用
した。

④今回の実験では避難指示の連絡体制として電
話連絡網を利用するので，電話を受け取った
時刻および避難を開始した時刻は各参加者が
記録する。

なお，実際の社会実験では，実験開始後１５分ごと
にレベル湛水法の計算結果に基づいて，通行不可
能となる通路（トラップ）が設定される仕組みに
なっている。このトラップの周知方法について
は，事前には参加者に通知しておらず，トラップ
設定の時間になると交差点に配置された学生が，

３４

表４ 社会実験の想定シナリオ

想 定 シ ナ リ オ時 間
３日前より熊本市から阿蘇に向かって舌状に伸びた雨雲が原因となって，雨が断続的に降り
続き，白川は危険水位を超えた。レーダー観測によって，午前から午後にかけて，さらに時
間雨量５０-８０mmの雨が予想され，白川の氾濫が現実味を帯びてきたため，熊本市では午前１０
時に白川沿線および内水による浸水が心配される地域（坪井・寺原等）に避難指示を出した。
同じ頃，壷川地域では坪井川への排水が困難になり，坪井や寺原では，道路が冠水を始めて
いて，瀬戸坂は流れ込む雨水で通行が困難な状況となっている。坪井川も急速に水量が増し
始め特別警戒水位に近づいている。

午前１０：００

１０時頃より激しく降り始めた雨が，京町台地から流れ込み，ポンプの許容範囲を超えたため，
寺原や坪井の低地では冠水している地域が広がり始め，公民館付近も冠水している。坪井川
も危険水位に近づいてきた。

午前１０：１５

１０時頃より激しく降リ始めた雨が少し弱まったが，京町台地から流れ込みがひどく，瀬戸坂
は滝状態になっている。寺原や坪井の低地，公民館前付近では１m近く溜って入るところが
見受けられる。白川は特別警戒水位を超えた。坪井川も水位が上がり始めている。

午前１０：３０

坪井川も水位が上がり始め，危険水位を超えたため，排水ポンプがまったく作動せず，急激
に内水氾濫の場所が拡大してきた。一方，白川は計画水位を超え，一部では越流を始め，国
道３号線が１０cm浸かり，その流れが下通へ流れ込んでいる。

午前１０：４５

少しおさまった雨が，再び激しく降リ始め，坪井川が氾濫し始めた。京町台地から流れ込み
と相まって，京町台地を除く壷川校区の大部分が浸水している。白川からの越流水が坪井川
に流れ込み始め，すでに下馬橋付近でも３０cmの浸水となっている。

午前１１：００

市役所付近では，３mを超える浸水が見られ，市街地中心部は昭和２８年６月２６日と同規模の水
害となっている。坪井川の下流では，白川から流れ込んだ流木や坪井川沿線の倒壊家屋の材
が橋に絡まり，塞き止めて流れなくなっている。壷川小学校では，１階部分の半分の高さまで
浸水している。

正午
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この先の通路は通行不可能となり，別経路を選択
するように直接住民に知らせる方法を取った。こ
れにより，想定シナリオの現実性を高め，より実
際の水害時に近い状況での住民の経路選択などの
避難行動データ取得を試みた。

３．２ 調査結果
避難情報の発令タイミングに関する調査結果の

まとめを表５に示す。まず，電話連絡網に関する
結果では，今回参加いただいた５２世帯の避難指示
の電話連絡待ち時間は平均で約７分であるが，避
難情報の発令タイミングを考える場合には，その

３５

図５ レベル湛水法による内水氾濫の再現結果（降雨強度８０mm/h）

写真３ 水害避難行動に関する社会実験の様子（２００６年１０月９日）

１）１５分後 ２）６０分後
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最大値が重要であり，実験では１７分を要してい
る。また，避難指示を受けて実際に避難行動に移
るまでに要した時間は，平均で約５分，最大値で
１０分である。この結果は，５２世帯８６名の方が連絡
を受けて，全員が自宅を出るまでに最大３０分程度
を要したことを示している。つまり，避難情報の
発令タイミングを考えた場合，避難指示の前に３０
分以上の準備時間が必要あり，現在，全国の自治
体で導入が進められている「避難準備情報」の導
入は有効と考えられる。実際，住民からの聞き取
り調査によると，特に，壷川校区の低平地部の住
民は，雨の状況などを見ながら，内水氾濫の恐れ
がある場合は，まずは京町台地に乗用車を避難さ
せることがわかり，人命だけでなく，資産を守る
観点からも「避難準備情報」を有効に活用するこ
とが望まれる。
次に，避難計画・避難場所の選定に関する基礎

調査結果のまとめを表６に示す。多くの自治体で
は避難計画において，車の利用を控え徒歩による
避難を前提としているが，水害時の歩行速度は悪
条件を考慮して３３m/分（２km/h）と想定し，避難
場所までの移動距離は１時間以内に移動できる距
離として概ね２km前後としているものが一般的
である（例えば，片田・及川，２００１）。今回計測し
た避難速度を壷川校区の避難計画に反映してゆく
ためには，その最小値に注目する必要がある。社
会実験では，白川洪水ハザードマップで避難場所
と指定された壷川小学校では水害時に浸水の可能
性が高いと判断し，京町台地の壷川地域コミュニ
ティセンターを設定したので，高台にある京町地
区に比較して低平地にある壷川・坪井・寺原地区
は高低差３０mを越える坂を上る必要があるため
避難速度は遅くなり，その最小値は４６m/分（２．８
km/h）であった。今回の社会実験時の天候は晴天

であったが，水害時の悪条件では避難速度がさら
に遅くなるので，一般的な避難計画で想定される
避難速度３３m/分（２km/h）で壷川校区の避難計画
を立案することは妥当と考えられる。
次に，避難場所の選定に関しては，参加者の避

難距離の平均値は１，３００m，最大値は２，０６０mであ
り，また，避難に要した時間は平均で２０分，最大
で３８分も要している。実際の水害時にはさらに時
間が必要となることからも，高低差３０mを越え
る高台のみに避難所を設置することは，高齢者や
障害を持った方などの災害弱者の方に対しては最
適な配置であるとは言いがたい。特に，今回の訓
練中に，内水氾濫により通路が遮断され，増水時
の坪井川に掛かる橋を渡る方もおられたが，その
避難行動には安全性からも疑問が残り，実際，避
難訓練後の住民の感想でも，増水時に坪井川を渡
ることはかえって危険ではないかとの指摘があっ
た。これらの結果より，自宅から１０～２０分程度の
徒歩圏内に避難所を設置するなど，校区全体で複
数の避難場所を用意するとともに，それらの最適
な配置あるいは既存施設の有効利用などを含め
た，決め細やかな計画が今後必要と考えられる。

４．水害対策への意識およびその変化に
関するアンケート調査

４．１ 個人属性アンケート調査
ワークショップに参加している住民の水害対策

への意識およびワークショップ参加による防災意
識の変化を見るために，ワークショップ参加前と
参加後の２回，「水害対策への意識に関するアン

３６

表５ 避難情報の発令タイミングに関する調査
結果

表６ 避難計画・避難場所の選定に関する基礎
調査結果

最小（分）最大（分）平均（分）世帯数時 間（分）

２１７７．１５２
避難指示の電話
連絡待ち時間

１１０４．６５２
避難開始までの

経過時間

最小最大平均人数
４６１４３７２４５全員

避難速度
（m/分）

５５１４３８３１５京町
４６１０３６７３０壷川・坪井・寺原
２４０２，０６０１，３００４６全員

避難距離
（m）

２４０１，１３０６８４１５京町
５８０２，０６０１，６００３１壷川・坪井・寺原
２３８２０５２全員

避難時間
（分）

２１７１０１６京町
８３８２５３６壷川・坪井・寺原
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ケート調査」を行った。アンケート票の詳細は柿
本（２００７）に詳しい。第１回，２回ワークショッ
プへの参加住民は総計５２名であり，そのうち事前
アンケートについては４９名の参加住民から，事後
アンケートには３１名から回答を得た。ワーク

ショップ参加者の個人属性は，図６に示すとおり
である。参加者の約７割が男性であり，約７割が
６０歳以上の高齢者であった。そのため，約５割の
住民が対象地区に３０年以上居住しており，過去に
この地区で水害を経験している。ただし，１９９７年

３７

図６ ワークショップ参加者の個人属性のアンケート結果
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の坪井川遊水地の運用開始以降この地区で坪井川
の氾濫による水害経験をしている参加者はいな
かった。参加者の９割以上が避難場所を認知して
おり，また，約３割の参加者がこれまでに水害学
習会の参加経験者であった。ハザードマップにつ
いては，参加者の１/３がその存在さえ知らなかっ
た。ハザードマップを読んだ人の９割はその意味
を理解しており，浸水想定区域図や指定避難場所
が把握出来たことを評価している。その反面，被
害状況が把握できない，避難場所が浸水してい
る，避難経路が分らない等の情報不足や地域の実
情が反映されていないなどの不満も見られた。

４．２ 水害対策への意識に関するアンケート調査
水害対策への住民意識（自助・共助・公助の分

担など）について調べるために，アンケート調査
を行った。 本アンケートでの地域防災体制の考
え方は，自助：自分の身を守るための対応，共助：
地域コミュニティとしての対応，公助：行政がす
べき対応，である。つまり，地域防災力を向上さ
せるためには，住民が地域の水害リスクを認知
し，自助，共助の意識を高め，実践できる地域の
防災体制を作り上げてゆくことが大切である（例
えば，岡田，２００３；及川・他，２００５）。これに対し
て片田（２００７）は民助と官助という新しい考え方
を提案している。官助は従来の公助に相当するも
のと考えられるが，民助には，自分の身を守るた
めだけでなく（自助），地域のため（共助），公共
のため（公助）に取るべき対応が含まれている。
今後の水害リスクマネジメントにおいて考慮すべ
き点であると考えられる。
今回のアンケートでは，水害発生時の対応を大

きく時間経過で３つの段階：①事前の対応，②注
意報・警報発令時の対応，③災害発生時の対応に
分けて考え，それぞれの段階で水害対策に対して
想定される２２項目の作業を，誰が主体となって対
応するべきかをアンケート調査した。回答は１）
「すべて個人で対応すべき」，２）「どちらかという
と地域より個人で対応すべき」，３）「どちらかと
いうと個人より地域で対応すべき」，４）「地域の
住民が協力して対応すべき」，５）「どちらかとい

うと行政より地域で対応すべき」，６）「どちらか
というと地域より行政で対応すべき」，７）「行政
で対応すべき」の７つの主体より１つ選ぶ方法を
採用した。アンケート票の詳細は柿本（２００７）に
詳しい。本研究では，回答のうち，１）～２）の対
応を自助，３）～５）の対応を共助，６）～７）の対
応を公助，と分類した。
ワークショップでの水害リスクコミュニケー

ションを体験する前段階での意識調査結果を図７
に示す。事前対応では，「保険加入」および「飲料
水・食料品の備蓄」を除いた項目については，大
半の参加者が地域で対応するとの認識を持ってい
た。「水害保険」については，個人で対応すべきと
の認識が大半を占めていたが，「飲料水・食料品の
備蓄」については，個人および行政で対応すべき
との認識であった。注意報・警報発令時における
対応では，「降雨情報の把握」および「浸水対策の
手配・実施」については，大半の参加者が，行政
が対応すべきとの認識を持っていた。「独居老人へ
の連絡」や「住民行動の把握」といった近隣住民
への情報伝達や情報把握については，地域で対応
すべきとの認識が強いようである。それに対し，
「避難準備」や「避難の判断」については，個人で
対応すべきから行政で対応すべきまで，個人ごと
に認識がバラついていた。災害時の対応でも注意
報・警報発令時における対応での意識と同様の傾
向が見られた。

４．３ 水害リスクコミュニケーションによる住
民の水害対策への意識変化について

ワークショップに参加し，水害リスクコミュニ
ケーションを経験する前・後でのアンケート調査
両方に回答をいただけた３１名の方についてその意
識変化を分析した。意識変化を捉えやすくするた
め，「すべて個人で対応すべき」および「どちらか
というと地域より個人で対応すべき」との回答を
「自助」，「どちらかというと個人より地域で対応す
べき」，「地域の住民が協力して対応すべき」，「ど
ちらかというと行政より地域で対応すべき」との
回答を「共助」，「どちらかというと地域より行政
で対応すべき」と「行政で対応すべき」との回答

３８
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を「公助」に分類した。代表的な意識変化を表７
に示す。図中の＋，○，▲は，水害リスクコミュ
ニケーションを経験する前，つまりワークショッ
プ参加前に該当項目に関し，それぞれ「自助」・「共
助」・「公助」での防災対応の認識を持っている住

民を表している。したがって，たとえばワーク
ショップ後に「自助」の欄に▲がある場合は，ワー
クショップ前はその参加者はその項目に関し防災
対応は「公助」の認識であったものが，水害リス
クコミュニケーションを経験することで「自助」

３９

図７ 水害対策に関する意識のアンケート結果
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に変化したことが確認できる。
表７より，注意報・警報発令時における対応で

は，「避難の判断」および「避難準備」への対応の
認識について，水害リスクコミュニケーションを
経験することで「公助」への依存度が低下してい
る傾向が確認できる。また，災害時の対応でも
「避難の判断」への対応の認識については，同様に
「公助」への依存度が低下し，「自助」の認識が高
まっている。「飲料水・食料品などの物資の手配」に
ついては，水害リスクコミュニケーションの経験
後も「公助」でとの認識も強いが，地域で備える
べきとの「共助」の認識も生まれてきている傾向
が確認される。そこで，水害リスクコミュニケー
ションの経験が本当に自助意識の高揚に影響を与
えたかを，統計的に検証する。今回のアンケート
結果は，「自助」・「共助」・「公助」という名義尺度
で計測された結果の差について検定を行うので，

「χ２（カイ）二乗検定」を用いる。
図８に示すようなr×c分割表における２変数間

の独立性を検定するための統計量（χ２）

４０

表７ 水害リスクコミュニケーションの経験の有無による水害対策への意識変化

公助共助自助水害リスクコミュ
ニケーション経験項目対応の

時期

▲▲▲▲▲▲▲▲
（８）

○○○○○○○○○
○○（１１）

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋
（１１）なし

避難の判断

注
意
報
・
警
報
発
令
時
に
お
け
る
対
応

▲
（１）

○○○○○○▲
＋＋＋＋（１１）

＋＋＋＋＋＋＋＋○○○
○○▲▲▲▲▲（１８）あり

▲▲▲▲▲▲
（６）

○○○○○○○○○○
○○ （１２）

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋
＋＋（１２）なし

避難準備
▲
（２）

○○○○＋＋▲▲▲
（９）

＋＋＋＋＋＋＋＋＋＋
○○○○○○▲▲▲（１９）あり

▲▲▲▲▲▲▲▲▲
▲▲▲▲▲▲▲▲▲
▲▲▲▲（２２）

○○○○○○○
（７）

＋（１）
なし飲料水・食

糧品など
の物資の
手配災

害
時
の
対
応

▲▲▲▲▲▲▲▲▲
▲▲▲○○（１４）

○○○▲▲▲▲▲▲
▲▲（１１）

＋○○▲▲（５）あり

▲▲▲▲▲▲▲▲▲
▲（１０）

○○○○○○○○○
○○（１１）

＋＋＋＋＋＋＋＋＋（９）なし

避難の判断
▲▲＋（３）○○○○○▲▲▲▲

＋（１０）
＋＋＋＋＋＋＋○○○
○○○○▲▲▲▲（１８）あり

（ ）内は人数を示す

図８ カイ２乗検定に用いるr×c分割表
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（１）

は，近似的に自由度（r－１）×（c－１）のχ２分布
に従うことが知られている（例えば，池田１９８９）。
ここで，nijはセル（i，j）における観測度数，

， ， であり，

は期待値を表す。また，帰無仮説H0は，
（AとBは独立である）および

対立仮説H1は， である。
今回の計算では，行成分Aが水害リスクコミュ

ニケーションの経験の有無を表し，r＝２となる。
また，列成分Bは「自助」・「共助」・「公助」とい
う名義尺度を表し，c＝３であるので，自由度は，
（r－１）×（c－１）＝１×２＝２となる。自由度２，有意
水準５％の棄却限界値は，カイ二乗分布表より
５．９９１である。よって，式（１）から求められるχ２

値が５．９９１より大きい場合は，帰無仮説は棄却さ
れ，水害リスクコミュニケーションの経験の有無
が対象とする水害対策項目への意識変化に影響を与
えることを客観的に示すことになる。逆に，５．９９１
より小さい場合は，有意水準５％で帰無仮説は棄
却されないため，水害リスクコミュニケーション
の経験はその意識変化に影響を与えない。そこ
で，今回のアンケートの各項目について，カイ二
乗検定を行った。
表８に，水害リスクコミュニケーションの経験

の有無が住民の防災意識，特に「自助」の意識の
高揚に影響を与えたと，統計的に認められた項目
とそのχ２値などを示す。「注意報・警報発令時に
おける対応」においては，「独居老人への連絡」，
「避難準備」，「降雨情報の把握」の３項目について，
また，「災害時の対応」については，「避難の判断」

の１項目のみ，水害リスクコミュニケーションの
経験により，「自助」への比率が増えることが統計
的に示された。以上のように，水害リスクコミュ
ニケーションを経験することで住民の自助意識の
高揚をもたらすことが定量的に確認できた。

５．まとめと今後の課題
本研究では，水害に対する地域防災力の向上を

目指すために，ワークショップや想定水害シナリ
オを用いた避難行動実験（社会実験）などを水害
リスクコミュニケーションの一環として実施する
手法を提案した。校区住民が参加した水害避難行
動に関する社会実験では想定シナリオによる水害
時の住民の避難行動に関する基礎データを取得・
分析した。また，ワークショップ参加に伴う参加
者の防災意識の変化をアンケート調査した。これ
らの結果より，提案する水害リスクコミュニケー
ションが，“住民の自助や共助の意識を高揚させ
る”有効な手法であることを示した。しかし，地
域住民の防災意識や地域防災力の持続的な向上を
実現するためには，本水害リスクマネジメント手
法をPDCAサイクルとして，経年的に循環させ，
実践可能な地域防災・減災計画段階まで練り上げ，
地域独自で対応可能となるまで地域に浸透させて
ゆくことが必要である。
また，今回のように小学校校区という空間的に

１km四方と限定された地域内であっても，想定
される内水・洪水氾濫時の氾濫水の挙動（広がり
方や浸水時間）は，場所によって大きく異なり，
地域の実情に応じたよりきめ細かな防災・減災対
策（複数の避難場所の設定や避難経路の選択）が
必要となることが示された。このように，今後の
地域防災・減災計画においては，地域コミュニ
ティの実情をどこまで取り入れることが出来るか
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表８ 水害リスクコミュニケーションが住民の自助意識の高揚に影響を与えた項目

意識変化の内容χ２値項 目対応の時期
「共助」から「自助」へ６．００３独居老人への連絡

注意報・警報発令時
における対応 「公助」から「自助」へ７．１３４避難準備

「公助」から「自助」へ７．５１４降雨情報の把握
「公助」から「自助」へ６．８０２避難の判断災害時の対応
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が鍵であり，積極的に住民が関わっていける“地
域の安全・安心の場つくり”の推進に行政・大学・
NPOなどの協力が不可欠である。

現状での本研究の成果は，自助・共助・公助の
役割分担の認識に留まっている部分が大きいが，
より実践的な地域防災計画の立案に向け，本研究
課題は，現在も研究活動を継続中である。この研
究活動を継続する事で，自助・共助・公助の相互
依存関係の認識および自助・共助・公助の３つに
は明確には分類できない部分や見過されてしまう
部分をお互いが相互に理解し合うことで，新たな
協調関係の構築に踏み出せるものと考えている。
最後に，水害リスクコミュニケーションの限界

についても触れておく必要がある。例えば，ワー
クショップを実施するためには地域コミュニティ
の協力と活力が不可欠であるため，過疎化が進む
中山間地域ではその実施が非常に難しい。また，
都心部であっても，地域住民の流動化が進み，地
域の災害史を知らない住民が増え，地域コミュニ
ティの結びつきが希薄となっている地域では，や
はり継続的に実施することは困難である。今後の
地域の防災対策や防災教育は，どのようにして
“まちづくり”と連携しながら，日常生活の中に刷
り込ませて活動してゆけるかが水害リスクコミュ
ニケーションの大きな課題となろう。
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